予算要求資料
平成25年度9月補正予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名:新多職種連携人材養成事業費補助金（単補）
　　　（地域医療再生臨時特例基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　企画係　電話番号：058-272-1111（内2594）

　　　　　　　　　　　E-mail：ｃ11215@pref.gifu.lg.jp  
	事業費


　補正要求額：3,000千円
（現計予算額：　　　－　千円　　　補正後予算額：3,000千円）
	要求内容

	

	１　要求の内容


平成２４年度の介護保険制度改正により、介護と医療が連携し、在宅生活を送る要介護高齢者に対する短時間のケアを一日に複数回、必要なタイミングで提供できる「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」が新たに制度化されたが、平成２５年３月１日現在の県内のサービス提供状況は６事業所にとどまっている。

今後、県内人口の減少が進展するものの、高齢者の増加により高齢化率は上昇し続けることが見込まれており、施設中心の介護・医療サービスが十分に行き届かない懸念がある。

県民が住み慣れた居宅において、必要な介護・医療サービスの提供を受けることが可能な環境を整備することは、県民の暮らしの安心と満足度の向上のためにも不可欠な状況にある。

県では、在宅介護サービスのより一層の充実を図るため、新サービスの普及に向けた取組を推進しているが、その一方でサービスの円滑な提供を促すためには、介護関係者のみでなく、医療関係者も含めた共通理解、連携体制の確立が必須となることから、業務に関わる多職種の専門家を対象とした連携促進に向けた支援を行う。
【目　　的】

要介護高齢者の在宅生活を支えるため、介護関係職員と医療関係職員など多様な専門職が、各々の専門知識を活かした上で、積極的な意見交換や情報共有を通じたチームケア体制を構築する。
【内　　容】

　　　要介護高齢者の在宅生活を支える多様な専門職が、各専門職のお互いの役割を認識し、各職種の専門性及び視点の違いを理解するための研修カリキュラムの作成及び研修の実施に対して、助成を行う。
【補助対象】

・介護保険法で規定する介護サービスを行う事業所を運営する法人

・主に前項で構成される団体及び職能団体（以下、「事業者団体等」という。）

・社会福祉士、介護福祉士及び精神保健福祉士を養成する学校並びに訪問介護員を
養成する県が指定した団体（以下、「養成施設」という。）

・その他、知事が適当と認める者

（補助対象者の想定）

　　　　NPO法人校舎のない学校がシティタワー４３で実施している「ごちゃまぜ研修」。

　　　　大学や専門学校などの実施、法人内やグループ内の職員研修などで多職種連携をテーマとした研修など、幅広く想定。

【積　　算】

　　　１事業当たり1,000千円以内×３事業

（事業の実施に必要な経費：賃金、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、
使用料及び賃借料、その他知事が必要と認める経費）
【事業期間】

　　　平成25年度～平成27年度（3年間：総事業費15,000千円）
	２　所要経費


補助金　3,000千円（「新・新地域医療再生臨時特例基金繰入金」充当）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	現　計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	　

3,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	高齢者が自らの生活リズムに合わせ適切なケアを受けながら、住み慣れた自宅での生活が継続可能となるよう、在宅生活を支える介護・医療それぞれの分野の職員の相互理解や連携強化を促し「顔の見える」関係づくりに向けた支援を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	チームケア体制の構築に向けた各種連携事業の実施
	- 件
（H24）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	15件

（H27）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　－




（平成25年度の取組）

	　－




（平成25年度の成果）

	　－




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	高齢化の進展により、要支援・要介護高齢者の更なる増加が見込まれる現況下において、在宅サービス体制の充実・強化は必須となることから、サービスを支える人材の連携を支援するための仕組みづくり必要な施策である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	介護・医療関係の従事者に止まることなく、市町村や地域包括支援センターなど、様々な分野の職員が参加可能となる機会の創出につながるよう、事業の趣旨や目的、求められる効果などを広くＰＲしていく。




（次年度の方向性）
	地域医療再生基金を活用し、３か年を目標に継続的な事業実施を行う。



